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仕事による要因で健康を害しない
健康に障害があっても健やかに働く・・・予防的活動

特集１：職場のメンタルヘルスの新しい視点 －ストレス社会を生き抜く－

ストレス社会をどう生き抜くか －産業医からの提言－

堤 明 純
産業医科大学産業医実務研修センター

（平成２２年１０月２５日受付）

（平成２２年１１月１０日受理）

産業保健は，個人や職場のリスクを的確に評価しなが

ら，職場における健康障害の予防を行うことを旨として

いる。職業性ストレス研究分野では，職場のストレスを

測定するため，現実社会の複雑な現象から健康障害を引

き起こすいくつかの仕事の特徴を同定することを目的と

した職業性ストレスモデルが導入され，職場におけるス

トレス対策に有用な枠組みを提供してきた。仕事要求

度－コントロールモデルや努力－報酬不均衡モデルなど

は代表的な職業性ストレスモデルであり，こういったス

トレスモデルで把握される職業性ストレスが日本人労働

者の健康にも影響を及ぼすエビデンスが集積している。

職場と個人のリスク評価が可能となり，職場環境改善や

個人の保健指導に活かされるようになってきた。労働者

自身が自らの職場のストレスのリスクを評価し，組織的

にストレス対策を行っていくことが，今日のストレス社

会を生き抜くことにつながると思われる。

はじめに

産業医が携わる産業保健活動は，仕事による要因で健

康を害しないこと，健康に障害があっても健やかに働く

ことを目的とした予防的活動と言える（図１）。今日の

労働者の健康障害要因としてもっとも重要なものとして

捉えられている職業性ストレス１）が，産業保健の中でど

のようにとらえられ，どのような対策がとられようとし

ているのか，最近の知見を交えて紹介する。

職業性ストレスの現状と産業保健分野における職業性ス

トレス対策の方向性

労働の高密度化および労働を取り巻く環境の急速な変

化（長時間労働，技術革新，リストラ，不況など）が，

労働者にとって過酷な就業状況を生み出している。厚生

労働省が５年ごとに行う労働者健康状況調査では，仕事，

職場生活に関する強い悩み，不安，ストレスを持つ労働

者が６割前後と高止まりしていることが認められており，

過労死事例など，職業性ストレスに関連した労働災害補

償請求や民事訴訟が増加している。職業性ストレスは，

事業場が産業医に求める優先順位の高い課題となってい

る２）。

このような中，職業性ストレス対策は，疾病対策から

リスク管理へ，さらに，産業の生産性寄与を目指した取

り組みが模索されている。わが国ではまだ進んでいない

が，ストレスを代表とする心理社会的要因への対策につ

いても，リスクマネジメントを活用しながら組織的に対

応することが国際水準となりつつある３）。一般の産業保

健活動と同様に，システムとしてストレス対策を行って

いくことが求められている。標準となるマネジメントの

水準に沿って，リスクアセスメントとアセスメント結果

に基づく改善を計画的に行っていくシステムは，これか

図１．産業保健の目的と方策
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らの職業性ストレス対策の基本的な柱となっていくであ

ろう。加えて，産業保健職や専門職のみによる対策から，

すべての労働者が関与する取り組みも見られ始めている。

労働安全衛生マネジメントシステムの中で，自律的に職

業性ストレス対策が計画・実施されていくことが望まれ

ている。

予防を念頭に置いたストレスの評価

客観的な評価指標の欠如が，ストレス対策における特

徴であるが，特定されないストレスという用語から得ら

れる情報は，疾患予防の観点からは不足している。「あ

なたはストレスを感じていますか？」といった質問で曝

露を評価しても，その内容がわからなければ具体的な介

入に結びつかないからである。このためにも概念の明確

なストレス要因の測定が求められる。職業性ストレス研

究の分野では，定義のはっきりした仕事の特徴を組み合

わせたストレスモデルが発展してきた。上記目的に沿っ

たストレスの評価法がもっとも洗練化されている分野と

いえるかもしれない。

職業性ストレスモデルは，現実社会の複雑な現象から

健康障害を引き起こす重要ないくつかの仕事の特徴が抽

出され構成されている。職業性ストレスモデルは多様な

職種に適用可能で，疫学研究のみならず実験的研究にお

いても操作化され，ストレス関連疾患の発症に至るメカ

ニズムの解明だけでなく，理論に基づく介入研究にも応

用されている。代表的な職業性ストレスモデルには，仕

事の要求度が高く，裁量権（コントロール）が少ない状

況（ジョブ・ストレイン）はストレスフルであるとする

仕事の要求度－コントロールモデル（図２A）４）や，仕事

に費やす努力とそこから期待される報酬の不釣り合いが

ストレスフルな状況を引き起こすとする努力－報酬不均

衡モデル（図２B）５）などがある。

職業性ストレスに関するエビデンス

職業性ストレスモデルを用いた研究により，職業性ス

トレスが労働者の健康に与える影響についてのエビデン

スが集積している。最近のメタアナリシスは，ジョブ・

ストレインや努力－報酬不均衡といった職業性ストレス

に曝されている労働者において，平均５０％の心筋梗塞発

症リスク上昇があると結論している６，７）。また，ジョブ・

ストレインと努力－報酬不均衡は，精神疾患の発症も予

測することが示されている８）。しかし，レビューされた

研究は主に欧米で行われたもので，日本人を対象として

職業性ストレスモデルを用いて職業性ストレスの健康影

響を検討した実証研究は少なかった。

地域住民を対象として行われた Jichi Medical School

（JMS）コホート研究において，日本人労働者において

もジョブ・ストレインが脳血管障害発症のリスクである

ことが確認された。JMS コホート研究は，老人保健法

に基づく健康診査などを利用して１９９２～９５年に全国１２地

区で始められた前向き研究で，循環器疾患の発症が毎年

追跡された。職業性ストレスと脳血管障害の罹患の関係

を検証するため，参加した地域住民のうちベースライン

調査時６５歳以下の日本人就業者で，脳血管障害と心筋梗

塞の既往がなく仕事の特徴に関する情報に欠損のない男

性３１９０人，女性３３６３人が解析された。旧厚生省柳川班の

診断基準に基づき２００５年末までの脳血管障害罹患が病型

別に同定された。

JMS コホート研究においては，仕事の要求度―コン

トロールモデルに基づいて，以下４つの仕事の特徴が同

定された：仕事の要求度が低く仕事のコントロールが高

いリラックスジョブ，高要求度，高コントロールを示す

アクティブジョブ，要求度もコントロールも低いパッシ

ブジョブ，仕事の要求度が高くコントロールの低いスト

レインジョブ。コックスの比例ハザード・モデルにより

リラックスジョブにある就業者を参照集団とする他カテ

ゴリの脳血管障害罹患の相対危険が求められた。社会経

済的要因と保健行動（喫煙，飲酒，身体活動，BMI），

および身体疾患（高血圧，糖尿病，脂質異常）の有無が

調整された。

１１年の観察期間中に男性９１人，女性５６人の脳血管障害

罹患を認めた。ストレインジョブグループに分類された

男性において統計学的に有意な脳血管障害罹患リスクの

増加が観察された（年齢，教育，職業，喫煙，飲酒，身

体活動量および地域を調整したハザード比２．７３；９５％信

頼区間１．１７‐６．３８）。高血圧，糖尿病，脂質異常を調整す

ると，相対危険はやや低下したものの（調整後ハザード図２．職業性ストレスモデル
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比とその９５％信頼区間はともに２．５３；１．０８‐５．９４），職業

性ストレスは脳血管障害罹患に有意に影響していた。女

性においては，ストレインジョブ群で脳血管障害罹患リ

スクが上昇する傾向が観察されたが，統計学的有意には

届かなかった９）（図３）。

高血圧，糖尿病，脂質異常といった循環器疾患危険因

子を調整することにより，仕事の特徴が脳血管疾患罹患

に与える影響が減弱する所見は，これら，循環器疾患危

険因子が，職業性ストレスと循環器疾患の関係を媒介す

る可能性を示唆している。実際，本コホートにおいて職

業性ストレスが種々の循環器疾患危険因子と関連するこ

とが示されている１０‐１２）（図４）。

さらに，JMS コホート研究では，仕事のコントロー

ルが低い労働者に自殺死亡のリスクが上昇することが確

認されている１３）。調査時６５歳以下でがん，循環器疾患の

既往のない男性労働者３，１２５人が９年間追跡され，計１４

名の自殺死亡が認められた（発症率１０万人年あたり４８．１）。

仕事のコントロールが低いグループの発症率は１０万人年

あたり８３．６で，仕事のコントロールが高いグループに比

べて約４倍自殺死亡のリスクが高いことが認められた。

現代の産業現場で重要な関心事である抑うつとの関係

についても，最近日本人における前向き研究において職

業性ストレスの寄与が認められた１４）。１５，２５６人の男性労

働者が５年強追跡され，３０日以上の休業をしたうつ病エ

ピソード例４７ケースが同定された。仕事のコントロール，

役割のあいまいさは，それぞれうつ病エピソード発症を

予測しており，その相対危険度が推定された（高い仕事

のコントロールを有する労働者の調整後ハザード比０．２８，

９５％信頼区間０．１１‐０．７１；役割のあいまいさのハザード

比３．４９，９５％信頼区間１．４３‐８．４９）。

エビデンスに基づく予防活動：個人のリスクアセスメン

トから好ましい保健行動へ（二次予防）

以上のように，職業性ストレスのインパクトが前向き

研究で明らかになると，これらを利用することにより，

個人の将来の疾病発症確率が推測可能となる。過重労働

面談の対象者との面談場面で活用することを想定した過

重労働等ストレス健康リスク予知チャートは，仕事上お

よび仕事外の要因のいずれも含みながら，限られた項目

数で将来の健康障害のリスクを定量的に評価するととも

に，過重労働等による健康障害予防のための行動変容へ

の個人の動機付けや職場環境改善等に利用可能なツール

として開発された１５）（図５）。

本チャートでは，横軸で年齢と収縮期血圧のレベルに

該当する行を，縦軸で，糖尿病の有無，喫煙状況に加え

図３．日本人男性労働者において，仕事の要求度－コントロール
モデルで測定される職業性ストレスは，将来の脳血管障害
の発症を予測していた９）

図４．日本人男性労働者において，仕事の要求度‐コントロール
モデルで測定される職業性ストレスと循環疾患危険因子と
の間に有意な関連が観察された１０‐１２）

図５．ストレス対策に資するツールの開発過重労働等ストレス健
康リスク予知チャート

職業性ストレス対策 １２９



て，仕事の要求度－コントロールモデルを基に開発され

た職業性ストレス簡易調査票１６）に回答することにより得

られる仕事の要求度とコントロール得点の割合から算出

される仕事の特徴（リラックス＝０，アクティブ＝１，

パッシブ＝２，ストレイン＝３）に該当する列を選択す

ると，１０年以内に脳血管障害を発症する確率が判明する

ように作成されている（糖尿病の有無の代わりにコレス

テロールレベルをあてはめて，心筋梗塞発症リスクを推

定する心筋梗塞用チャートも作成されている）。本チャー

トを使用することにより，労働者自身で現在の健康問題

のリスクを容易に推定でき，脳・心臓疾患の危険因子の

うち，仕事のストレスを含めて，どの要因がどの程度影

響しているかといった情報を視覚的に捉え，保健行動や

職場環境改善活動の指針を得ることができる。

過重労働等ストレス健康リスク予知チャートには，う

つ病の発症確率も推定できるウェブバージョンも開発さ

れている。労働者本人の自覚症状や生活上の変化，直近

の健康診断のデータなどから得られる，労働者本人の血

圧，糖尿病・喫煙の有無，コレステロール値，労働者が

認知している仕事の特徴（要求度・コントロール・支援

の程度）を順に入力していくと，今後１０年以内に心筋梗

塞や脳血管障害を発症する確率，今後１年以内にうつ病

を発症する確率，職業性ストレスモデルに基づく仕事の

ストレスの程度が表示されるようになっている。労働者

の過重労働性と蓄積疲労の評価とともに，脳・心臓疾患

およびメンタルヘルス不調のリスクが評価でき，労働者

個人に対する指導や就業環境に対して改善案が検討でき

る。

エビデンスに基づく予防活動：職場のリスクアセスメン

トから職場環境改善へ（一次予防）

職場のストレスを評価し改善を実行するには経験が必

要で，ふつうの産業保健スタッフには困難と考えられ，

職業性ストレス対策としての一次予防は，これまであま

り行われてこなかった。近年になり，職業性ストレス調

査の結果などを基にして，容易に職場のストレスに関す

るリスクアセスメントを行えるようなツールが開発され，

職場環境等の改善を行うことが有効なストレス対策にな

りうるという知見が見られ始めた１７‐１９）。代表的なツール

としては，職場のストレスを見える化し，改善の指標を

提供する仕事のストレス判定図２０）と，ストレス調査結果

を基に，具体的なアクションプランを提案していくため

の職場環境等の改善のためのヒント集２１）がある。仕事の

ストレス判定図は多くの研究で妥当性が確認された仕事

の要求度－コントロールモデルに基づく調査票への日本

人労働者を対象としたデータから開発され，職場環境等

の改善のためのヒント集は日本全国の職場で行われてき

たストレス対策のグッドプラクティスが集約され完成し

たものである。

ある製造業の事業場において，人事総務担当者が中心

となって，職場環境改善活動が展開された。当該事業場

では，増産から仕事のストレスが増加することが予測さ

れ，かつ，高齢化に伴う従業員のモラール低下に対して，

経営層が問題意識を有していた。経営層に参加型活動の

意義とともに，職場環境改善の必要性と想定される効果

が伝えられた。同時に，就業時間内の活動を含め，従業

員参加型の活動方法は受け入れられるかについて確認が

なされ，経営層了解のもと，職場環境改善がスタートした。

２００５年５月に，当該事業場の人事総務担当者に対して

職場環境改善活動についての研修が行われた。続い

て，２００５年７月に，工場の定期健康診断の機会を利用し

たストレス調査が行われた。ストレス調査には仕事のス

トレス判定図が活用された。２００５年１１月に，工場長によ

る「職場環境改善活動開始（キックオフ）宣言」が行わ

れ，機器製造・PC 製造・品質保証に関わる部署１２部署

のうち無作為に選ばれた６部署（４７名）において，職場

ストレス・職場環境改善に関する講義と，これに引き続

いて実際のストレス調査結果に基づいた部署毎のグルー

プワークが開催され，改善活動がスタートした。中間で

２回の改善活動に関する経過発表会が行われ，２００６年８

月，職場環境改善活動の効果評価を目的としたストレス

調査が行われた。

仕事のストレス判定図の結果からは，当該職場の量的

負担は全国平均より大きく，仕事の自由度は低いことが

認められた。同僚の支援は全国並みであったが，上司の

支援はやや低かった。このようなストレス調査結果を基

に，‘その職場’の障害は何か？対応が必要なものか？

排除は可能か？その活動を行うための支援や予算はある

か？といったことが部署ごとに検討された。さらに，職

場環境等の改善のためのヒント集を用いて具体的な改善

活動が提案され，計画的に改善活動が行われた（表１）。

職場環境改善活動を行った部署と行わなかった対照群

との間で，活動が従業員の精神的健康度や仕事上のパ

フォーマンスに与える影響が比較された。職場環境改善

活動の前後で，対照群において GHQ 得点の有意な悪化

が見られたが，職場環境改善群では低下傾向があった。

仕事上のパフォーマンスは，職場環境改善群で上昇，対

照群で低下がみられ，両指標において統計学的に有意な

介入効果が観察され，労働者自らが行う職場環境改善が，
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労働者の精神的健康度および仕事の能率向上に良好に作

用することが示唆された。

ま と め

職業性ストレスモデルを用いた知見が集積している。

職業性ストレスに関する職場と個人のリスクアセスメン

トが可能となり，職場環境改善や個人の保健指導に活か

されるようになってきた。労働者自身が自らの職場のス

トレスのリスクを評価し，組織的にストレス対策を行っ

ていくことが，今日のストレス社会を生き抜くことにつ

ながると思われる。
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How to survive in current stressful working environment : a proposal from occupational
physicians

Akizumi Tsutsumi

Occupational Health Training Center, University of Occupational and Environmental Health, Japan

SUMMARY

Occupational health deals with all aspects of health and safety in the workplace and has a

strong focus on primary prevention of hazards. An influential strategy is occupational risk

assessment-the structured and systematic identification and analysis of workplace hazards to as-

sess their potential risks to health and determine appropriate control measures to protect the

health and wellbeing of workers. Based on the accumulated evidence using occupational stress

models, risk assessment of psychosocial risk factors at workplace, i.e., occupational stress, has

become possible. In addition, recent controlled trials indicate that worker participatory organiza-

tional interventions have beneficial effects on psychosocial work environment and psychological

distress. Occupational risk assessment by workers themselves can provide a cue to survive the

current stressful work environment.

Key words : occupational health, occupational stress, participatory organizational interventions,

risk assessment
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